
政府一般会計歳入歳出および公債発行額の推移

出典：財務省資料

1975 80 85 90 95 2000 05 10 15

・1998年度以降、30兆円規模での新規公債発行
・2006年度以降、一時20兆円台に減少するが、2009年のリーマンショック以降、再び増大
・2020年度はすでに第1次・第2次補正予算で60兆円規模の公債発行→90.2兆円へ

１．日本の地方財政
（２）国の財政状況

参考１ー１
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出典：財務省資料公債残高の累増

・利息だけで1時間あたり11億円
・増大する国民負担への対応

１．日本の地方財政
（２）国の財政状況

参考１ー２
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財政健全化に向けた早期健全段階自治体の取り組み

青森県大鰐町の取り組み 
歳     入 歳     出 

○ 超過課税（固定資産税の税率引き上げ  （1.4%→
1.6%））
 ○使用料・手数料の見直し（家庭ごみ収集の有料
化等）
 ○未利用財産の売却（旧保育所用地、旧町営住宅
等の売却）
 ○損失補償履行財源の確保（大鰐地域総合開発(株)
及び財団法人大鰐町開発公社の損失  補償履行財源
として三セク債を活用）

○ 人件費の抑制（退職者不補充等による職員数削減、一般職給与の削
減(5～10%)、特別職給与の削減(40%)、議員報酬等の減額(10%)）
 ○ 公債費の抑制（事業抑制、低金利資金への借換）
 ○ 繰上償還の実施（三セク債の一部繰上償還）
 ○ 施設等管理の見直し（へき地保育所の廃止、地域交流センターの指
定管理導入、スキー場の指定管理導入、国民宿舎の休止、町立小学校
の統廃合等）
 ○ 補助費等の削減（町単独補助金の削減、団体等補助金の削減、バス
路線廃止検討（代行運行による経費削減））
 ○ 建設事業の抑制（緊急、危険箇所以外の事業抑制、スキー場管理運
営委託による経費削減）
 ○ 第三セクター等の整理（大鰐地域総合開発  (株)及び財団法人大鰐町
開発公社の整理）

大阪府泉佐野市の取り組み 
歳     入 歳     出 

○遊休財産の処分（市民会館跡地、児童福祉施設跡
地等の売却）
 ○出資法人の基本財産の回収（法律改正に基づく
文化振興財団等への出えん財産の回収）
 ○使用料等の徴収事務の見直し（公的債権の一体
徴収に向けた検討）
 ○使用料・手数料等の見直し（火葬場使用料、放
置自転車の撤去手数料等の改定）
 ○ふるさと応援寄附金制度の取組拡充
 ○ネーミングライツ（市公共施設の命名権契約）
 ○企業誘致の推進

○人件費の抑制（職員数の削減、一般職給与削減（8～13%)、特別職給
与削減(30～40%)、  議員報酬削減(20%)、委員報酬削減(20%)）
 ○公共施設の統廃合等の推進（老人福祉施設・青少年会館等の再編）
 ○指定管理者制度、業務委託化の推進（青少年体育館の指定管理導
入）
 ○投資的経費の見直し（学校耐震化等の必要事業に限定）
 ○下水道事業会計への繰出金の削減
○事務事業の見直し（各種委託契約の一括化、自転車置場の廃止等）
 ○三セク債の活用（宅地造成事業会計の廃止、市立病院の地独法化）
 ○地方債償還方法の見直し（借換えの実施）
 ○繰上償還等による公債費負担の軽減

歳入
〇徴税強化
〇遊休資産の売却
〇使用料・手数料引上げ
〇超過課税の実施

歳出
〇職員数削減
〇職員給与削減
〇施設運営の見直し
〇各種経費削減への取組み
〇地方債の繰上償還
〇新発債の発行抑制

大鰐町
～観光開発公社等に
よる温泉やスキー場
などの整備

泉佐野市
～関西国際空港開港
を見越した宅地開発
や下水道整備などの
先行投資

⇒公債費・維持管理費

１．日本の地方財政
（３）地方財政とその健全化

②ミクロツール
参考２

31



地方財政計画における歳出の推移

・地方公共団体の歳入・歳出の見込の全体

・社会保障関係費等の増大のいっぽうで、投資的経費や給与関係経費は抑制

※近年の一般行政経費のうち、地方単独分は約15兆円と横ばい、補助事業分は増大

出典：総務省資料

１．日本の地方財政
（３）地方財政とその健全化

参考３ー１
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地方交付税

※国税5税の一定割合を地方に配分

・国と地方の財源配分

・国から地方への財源保障

・地方間の財政調整機能

〇国税5税だけでは地方の財政需要を満たせない

→歳出削減（集中改革プランなど）による需要圧縮

トップランナー方式による民間活用

赤字地方債

１．日本の地方財政
（３）地方財政とその健全化 参考４ー１
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資料：地方財政研究会(各年度)『地方交付税制度解説（単位費用編）』地方財務協会

１．日本の地方財政
（３）地方財政とその健全化 地方交付税の財源保障 参考４ー２
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・財政需要の算定方式においても効率化基準が導入
出典：総務省資料

１．日本の地方財政
（３）地方財政とその健全化 地方交付税の財源保障 参考４ー３
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地方公務員数（一般行政部門）の変化（1975＝100）

1975 1980 1990 2000 2010 2019

出典：総務省（2019）
「地方公共団体定員管理調査結果」

一般管理関係
福祉関係
一般行政部門計

・地方公務員数は２０００年以降、大幅に削減が進む。（「集中改革プラン」による目標設定）
・限られた職員数で、実務を担当する必要が生じている。
・マンパワーの確保が必要な対人社会サービスのニーズは増大
・民営化推進の動きへ（連携・調整にも大きなコスト）

１．日本の地方財政
（３）地方財政とその健全化

参考４ー４
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１．日本の地方財政
（３）地方財政とその健全化

②ミクロツール
地域再生にかかる自治体支援メニュー （自治体の計画策定と「手上げ方式」）

出典：内閣府資料

参考５
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都市自治体における今後の分野別経費の見通し

〇全国都市自治体にアンケートを実施（2017年9－11月）。73.8％が回答
〇医療・介護・子ども子育て・貧困対策などの対人社会サービス分野で増大の見通し

１．日本の地方財政
（３）地方財政とその健全化

② ミクロツール

全国市長会(2018)「ネクストステージに向けた都市自治体の税財政のあり方に関する研究会」報告書

参考６ー１
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対人社会サービスにおける地方単独事業

出典：全国市長会「ネクストステージに向けた都市自治体の
税財政のあり方に関する研究会」報告書

単独事業の実施状況（義務教育の例）

〇教育、子育て支援、公共交通など
の分野で自治体独自の単独事業を行
う動きが拡大

・人材不足への対応
・地域の仕組みづくり

〇財政力指数別にみると、実施状況
に差がみられる。
（財政力・サービスニーズ）（％）

※限られた一般財源の範囲内で
実施できる支出

※別枠予算
・補助金
・交付金

１．日本の地方財政
（３）地方財政とその健全化

② ミクロツール
参考６ー2
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「自治体戦略2040構想研究会第二次報告」(総務省）

〇公共私によるくらしの維持
<プラットフォーム・ビルダーへの転換>

・人口減少と高齢化により、公共私それぞれのくらしを支える機能が低下。自治体は、
新しい公共私相互間の協力関係を構築する「プラットフォーム・ビルダー」へ転換する必要。
・共・私が必要な人材・財源を確保できるように公による支援や環境整備が必要

<新しい公共私の協力関係の構築>
・全国一律の規制を見直し、シェアリングエコノミーの環境を整備する必要。
・ソーシャルワーカーなど技能を習得したスタッフが随時対応する組織的な仲介機能が求

められる。
<くらしを支える担い手の確保>

・定年退職者や就職氷河期世代の活躍の場を求める人が、人々の暮らしを支えるために
働ける新たな仕組みが必要。地域を基盤とした新たな法人が必要。

・地方部の地縁組織は、法人化等による組織的基盤の強化が必要。

１．日本の地方財政
（３）地方財政とその健全化

② ミクロツール

参考６ー3
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海外における観光振興のための税の事例（2017）

出典： 全国知事会資料

２．沖縄県の財政
（２）沖縄県財政の課題
②ミクロツールの導入

参考７ー１
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総務省資料

２．沖縄県の財政
（２）沖縄県財政の課題
②ミクロツールの導入

参考７ー２
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〇政策評価における双方向性

※評価指標の設定

・アウトプット指標

・アウトカム指標

※アウトプット指標とアウトカム指標の

関係性を明示

荒川区の場合

・GAH（Gross Arakawa Happiness)という

目標を住民参加型で策定。

・その達成度を確認するために「幸福度調査」
を実施

・「幸福度」調査結果を政策評価に反映

出典：荒川区行政評価報告書

２．沖縄県の財政
（２）沖縄県財政の課題

②ミクロツールの導入

参考８
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ご清聴ありがとうございました
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